
阿賀野市告示第１０４号  

阿賀野市人権教育・啓発推進委員会設置要綱を次のように定める。  

令和６年４月２４日  

                    阿賀野市長 田 中 清 善  

 

阿賀野市人権教育・啓発推進委員会設置要綱  

 （設置）  

第１条 阿賀野市人権教育・啓発推進計画（以下「計画」という。）第５章に

掲げる「人権施策推進」に向け、施策の管理、評価、見直し作業等の調整を

図る庁内委員会を設置するため、阿賀野市人権教育・啓発推進委員会（以下

「委員会」という。）を設置する。  

 （所掌事務）  

第２条 委員会の所掌事務は、次に掲げるとおりとする。  

(１)  施策の推進に関すること。 

(２)  施策の進捗管理、点検及び評価に関すること。 

（３） その他施策の実施に関し必要な事項。 

 （組織） 

第３条 委員会は、委員長、副委員長及び委員をもって組織する。 

２ 委員長は市民生活課長を、副委員長は市民生活課長補佐をもって充てる。 

３ 委員は別表に掲げる職にある者が、それぞれ所属職員のうちから指名する

者及び委員長が指名する者をもって充てる。  

 （職務） 

第４条 委員長は委員会を代表し、会務を総括する。 

２ 副委員長は委員長を補佐し、委員長が不在のときはその職務を代理する。 

（会議） 

第５条 会議は、必要に応じて委員長が招集し、これを主宰する。 

２ 委員長が必要と認めるときは、会議に委員会の委員以外の者を出席させ、

意見を求めることができる。  

３ 委員がやむを得ず委員会を欠席する場合は、委員があらかじめ指名した代

理の者を出席させることができる。  

 （庶務）  

第６条 委員会の庶務は、市民生活課において処理する。  

 （その他）  

第７条 この告示に定めるもののほか、委員会の運営に関して必要な事項は、
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委員長が別に定める。  

   附 則  

 この告示は、公布の日から施行する。  

 

別表（第３条関係）  

市長政策・市民協働課長、総務課長、企画財政課長、市民生活課長、健康推進

課長、社会福祉課長、高齢福祉課長、生涯学習課長、学校教育課長  

 

 

 


